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流通チャネルの選択と構造的進化
＊

――ケイパビリティ・ICT・アーキテクチャ戦略・取引費用――

髙 田 英 亮

要 約

本稿は，ケイパビリティ論と進化ケイパビリティ論のフレームワークに，戦略と取引費用のア

イディアを取り入れる形で，流通チャネルの選択と構造的進化という２つの現象をより正確に説

明，理解することを試みる。具体的な流通現象としては，製造業者が卸売業者との間で選択する

３種類の流通チャネルに注目する。それらの現象を解明する際に本稿は，生産の世界における

コーディネーション問題と取引の世界におけるインセンティブ問題の双方に着目すること，双方

とも重要であるが，解決する際には，コーディネーション問題が先でインセンティブ問題が後と

いう順番があること，そして生産の世界は統合型チャネルか否かという企業境界と，取引の世界

は閉鎖型チャネルか開放型チャネルかという市場境界と深く関係していることを特に重視する。

換言すればこのことは，チャネル選択をめぐる従来の取引費用分析は不十分であり，何よりもケ

イパビリティ論と取引費用論を補完的および連続的に利用することによって，その問題とそれに

基づくチャネルの構造的進化をめぐるより興味深い分析が可能になることを示唆するものである。

詳細な吟味の結果，まず，統合度は生産技術的知識度（＋)，生産技術的知識度は製品のインテ

グラル度（＋)，続いて閉鎖度は取引特殊的資産度（＋)，取引特殊的資産度はパワーの製造業者

配分度（＋）によって規定されること，次に，ICTの発展に適応して，統合型チャネルは非統

合型チャネル，閉鎖型チャネルは開放型チャネルに徐々に置き換えられつつあることが理論的に

明らかにされる。日本の製造業者の事業部を対象とした実証分析の結果は，そうした本稿の仮説

を経験的に支持するものであった。
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１．はじめに

流通チャネルは，何らかの経済的理由によりいくつかの形態に区分されうる。最近，そうした

流通チャネルは，ICT（Information and Communication Technology：情報・通信技術）の普及と

応用に伴って，その姿を構造的に大きく変えつつある。こうした特性と動向を念頭に置いて本稿

は，流通チャネルの選択と構造的進化，すなわち，なぜある流通チャネルが存在するのかを説明

するとともに，それを踏まえたうえで，今後，現在の ICTの発展というドラスティックな環境

変化に適応する形で，どの流通チャネルが支配的になっていくのかを理解する因果モデルを構築

し，それを実証することを目標とする。理論的吟味は，そうした問題と深く関連した領域に焦点

を当てている Langlois and Robertson（1995）のケイパビリティ論と Langlois（2003）の進化ケ

イパビリティ論を土台にして，それを流通チャネルに適するように，より具体的に言えば，統合

型チャネルか否かという企業境界だけでなく，閉鎖型チャネルか開放型チャネルかという市場境

界をも考慮しうるように拡張していく形で行われる。拡張する際には，アーキテクチャ概念によ

る戦略分類と取引費用論の成果を取り入れる。実証分析は，日本の製造業者の事業部を対象とし

て行われる。

本稿が想定する流通チャネルとは，現実世界に照らし合わせて，またMcCammon（1970）の

流通チャネルの類
1)

型や風呂（1968）のチャネルの開閉基準などを参考にして，統合型チャネル，

閉鎖型チャネル，そして開放型チャネルの３種類である。この分類の仕方は，契約の種類による

取引関係の類型化に依拠すれば，関係的雇用契約による取引（企業)，関係的市場契約による取

引（中間組織)，そしてフォーマルな市場契約による取引（市場）にそれぞれ対応するものであろ

う。また具体的な流通現象としては，消費財および生産財の分野において，製造業者が卸売業者

との間で選択する流通チャネルに注目する。すなわち本稿は，製造業者が卸売活動を所有権的に

内部化して自社で遂行するのか，所有権的に独立の卸売業者に任せつつ彼らの行動を統制するの

か，それとも統制せず彼らに完全に任せるのか，これら３つの帰結のなぜを説明するデザイン的

観点からの分析と，ICTの発展に適応してその初期条件が変化することによって，そのなかで

どうこれら３つの帰結の比重が変化するのかを理解する進化的観点からの分析を同時に試みるこ

とにな
2)

る。

本稿は，次のように構成される。第２節では，流通チャネルの選択と構造的進化を解明する際

の本稿の理論的スタンスを示す。第３・４節では，その理論的スタンスのもと，実際に因果モデ

ルを構築していき，その後，流通チャネルの選択と構造的進化に関するいくつかの仮説を提示す

三 田 商 学 研 究

1) McCammon（1970）によれば，流通チャネルは，管理的か自律的かという構成員間の取引関係によって，

垂直的マーケティング・システムと伝統的流通チャネルに大別され，さらに前者は，構成員間の組織的結合

度の強い順に，企業型システム，契約型システム，そして管理型システムに分類される。

2) Langloisらは，制度の存在理由を適切に理解する際，研究の出発点として，デザイン的分析と進化的分

析とを同時に行う必要性を強調している。彼らは，制度の選択と構造的進化の問題は，システム的な関係に

あると捉えているのであろう。本稿も，この視点を採用する。
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る。第５節では，それら仮説の経験的妥当性を確かめるために，共分散構造分析を用いた実証分

析を行い，最後に，結語を述べる。

２．本稿の理論的スタンス

２－１．本稿のポイントとチャネル選択論

具体的な議論に入る前にまず第２節で，マーケティング研究の下位分野としての流通論におい

て，本稿はいかなる研究群に位置づけられるのか，近年の新たな展開も含めて，その研究群にお

ける代表的なアプローチは何か，またその成果と課題は何か，そしてそうした成果と課題を踏ま

えて，本稿はいかなる展開を図ろうとするものかを要約的に明らかにしておくことが適切であろ

う。この試みは，なぜ本稿が流通チャネルの選択と構造的進化を考察する順序として，ケイパビ

リティ論と進化ケイパビリティ論のフレームワークに，戦略と取引費用のアイディアを付加する

という形をとるのか，その理由を端的に示すきわめて重要な作業である。またこの作業を通じて，

それらの現象を解明する際に，本稿が特に留意するポイントがより明確にされるであろう。それ

は，生産の世界におけるコーディネーション問題と取引の世界におけるインセンティブ問題の双

方に着目すること，双方とも重要であるが，解決に際しては，コーディネーション問題が先でイ

ンセンティブ問題が後という順番があること，そして生産の世界は統合型チャネルか否かという

企業境界と，取引の世界は閉鎖型チャネルか開放型チャネルかという市場境界と深く関係してい

るということである。別言すればこのことは，1980年代以降，取引関係をめぐって取引費用分析

が主流となっているが，しかし取引関係の問題は実は２段階の議論に分けられ，取引費用論はそ

のうち１つの問題を扱っているにすぎず，取引関係をめぐるもう１つの問題を解くためには，ケ

イパビリティ論が必要であることを示唆するものである。

マーケティング研究のサブ領域を構成する流通論は，例えば視点や現象別に，いくつかの研究

群に分けられうるが，本稿はそうしたなかで，製造業者中心のチャネル選択論に主に属するもの

であ
3)

る。製造業者中心のチャネル選択論とは，製造業者が自社製品をいかなるチャネルを通じて

販売するか，本質的に言えば，まず卸売や小売などの流通活動を自製するか購買するか（make
 

or buy)，そして次に，そこで購買すると決定した場合に，その流通活動を閉鎖的に行うか開放

的に行うかという２段階の意思決定問題を理論的かつ実証的に解明するものである。チャネル選

択問題は，本稿で扱われる流通チャネルの構造的進化など，関連した流通現象を考慮するに当

たってその基礎となる最も基本的な研究課題である。

3) この記述からわかるように，本稿は，製造業者の視点に立って取引関係の問題を吟味する研究である。し

たがって，小売業者が卸売や製造を後方統合するケースなどは取り扱っていないことに注意されたい。例え

ば，製品を生産することを主たる任務とする製造業者が前方統合に乗り出す場合と，生産された製品の円滑

な交換を促進すべく製造業者と顧客の間のさまざまな懸隔を架橋することを主たる任務とする流通業者が後

方統合に乗り出す場合とでは，両者の主たる任務やそれに起因する統合の戦略的な意味合いが異なるために，

両者の統合の理論的説明も異なるものになると考えられる。流通業者視点の取引関係問題を解くためには，

本稿とは異なるアプローチが必要かつ適切であろう。
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２－２．取引費用論とその問題点

チャネル選択問題（ただし，主に製造業者による卸売活動の自製・購買問題）に関しては，古くは

いわゆるマーケティング研究の３つの伝統的アプロー
4)

チからの研
5)

究や Stigler（195
6)

1）を用いた

主流派経済学的な研
7)

究などがあるが，とりわけ1980年代以降は，Coase（1937）の提起した分析，

つまり市場利用の費用を勘案した比較制度的な分析（comparative institutional analys
8)

is）を，取

引費用の観点から理論的に発展させた，Williamson（1975，1985）に代表される新制度主義

（New Institutionali
9)

sm）の取引費用論を応用した研
10)

究が盛んである。取引費用論は，過去20年以

上，チャネル選択問題を解明する主流のアプローチとして注目を受け続けている。

この取引費用論的な研究は主として，製造業者による卸売活動の自製・購買問題を，取引の世

4) 周知のように，マーケティング研究の３つの伝統的アプローチとは，商品別アプローチ，機関別アプロー

チ，そして機能別アプローチのことである。

5) 例えば，Copeland（1924)。

6) Stigler（1951）は，Smithの「分業の程度は市場の大きさによって制約される」という定理から，産業

のライフ・サイクルの段階を規定要因とする垂直統合論を展開した。そこでは主に，各企業が完全に分離さ

れうるさまざまな諸活動に従事すること，そしてそれら諸活動の個別費用関数が産業全体の最終生産物の産

出水準によって異なることを前提としたうえで，次のような仮説が導き出されている。まず産業の導入期に

は，ある費用逓減的な活動はそれに特化する企業の存在を許すほど大きくないために，企業はその活動を自

ら行う。次に産業の成長期には，その活動に対する需要を産業全体で集計することによって規模の経済を享

受することができるために，企業はその活動を新しい専門企業に委ねる。最後に産業の衰退期には，需要が

減退してその専門企業が存続しえなくなるために，企業は再びその活動を自ら行うようになる。以上の議論

は，垂直統合に関する１つの論理を示唆するものであるが，企業間の生産的知識を一定に仮定している点で，

不完全なストーリーである（Langlois and Robertson 1995)。

7) 例えば，Mallen（1973)。

8) Coase（1937）は，主流派経済学的な世界と現実世界における企業の定義が著しく乖離していることを問

題視し，資源配分メカニズムとして，市場という無意識の共同作業の大海が効果的に機能するならば，なぜ

企業という意識的な力としての島々が存在するのかという基本的な問題に取り組んだ。この問題を考察する

に当たって彼は，市場の価格メカニズムを利用する際，市場利用の費用が存在することを指摘した。ここで

市場利用の費用とは，関連する諸価格を見つけだすための費用，および市場で生ずる各々の交換取引の際に，

それぞれについて交渉を行い契約を結ぶための費用のことである（邦訳，p.44.)。そして彼は，この市場利

用の費用が存在するために，企業と市場が代替的な資源配分メカニズムとして機能しうること，すなわち，

内部化費用と比べて，この費用が高いとき，企業が選択され，この費用が低いとき，市場が選択されると主

張した。この見解には非常に重要な示唆があったものの，市場利用の費用の発生原因や状況要因に関しては

曖昧であったために，その考え方の操作可能性には限界があった（Williamson 1975)。

9) 新制度主義は，方法論的個人主義と演繹的な状況分析を採用しているために，基本的な方法論上の性質に

関しては，主流派経済学の延長線上にあるといえる。新制度主義を主流派経済学から引き離す点は主に，制

度を重要視し，制度それ自体を理論研究の重要な問題として取り扱うこと，および経済主体仮説として限定

合理性（bounded rationality）を導入することである。このうち，限定合理性の導入はきわめて重要であ

る。というのも限定合理性とは，Simon的な「合理的であろうと意図されてはいるが，限られた程度でし

か合理的ではありえない」（Williamson 1975，邦訳，p.37.）経済主体行動のことを意味するが，この仮定

の前半部分が経済学的思考を表明するのに対して，後半部分は制度の研究を奨励するものと考えられるから

である。詳しくは，Langlois（1986)，渡部（1991)，丹沢（2000)，そして原（2003）を参照のこと。

10) 例えば，Anderson and Schmittlein（1984)，Anderson（1985)，Balakrishnan and Wernerfelt（1986)，

Anderson and Coughlan（1987)，Gatignon and Anderson（1988)，John and Weitz（1988)，Klein

（1989)，Klein,Frazier and Roth（1990)，そして牛丸（1995-1996，1997)。またこの分野のレビュー論文

として，Rindfleisch and Heide（1997）がある。
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界におけるインセンティブ問題（ただし以下の議論は，卸売活動における高度の取引特殊的資産を仮

定した場合のストーリーである)，すなわち，自社製品差別化の延長ないし強化手段として機能す

ることを目的として，卸売業者が望む通りの高度の取引特殊的資産への投資を行うことを期待す

る製造業者と，他方でそうした投資を行った場合，その後発生する固定的な状況を逆手に取られ，

製造業者にホールドアップされる可能性を懸念して，また本来的に言えば，社会的品揃えの仕組

みを形成し，商業者の介在原理である取引量の経済，情報縮約・整合の経済，そして多数連結の

経済（田村 2001）を強化することを目的として，そうした投資を行うことを躊躇する卸売業者の

間の二面的なインセンティブ問題として捉え，自製と購買のどちらがその問題を取引費用節約的

に解決するかという視点で結論を導
11)

く。ここで取引費用とは，契約の事前と事後に区分されるが，

前者は契約を立案，交渉，そして防御する費用，後者は取引が契約通りにいかない場合に生じる

不適応費用，誤った契約を訂正する際に生じる駆引き費用，ガバナンス構造と関連した開設・運

営費用，そして確かなコミットメントを実現する保証費用のことである（Williamson 1985, pp.20

-
12)

21.)。一連の研究のなかで提示される最も重要な仮説は，卸売活動における取引特殊的資産度

が高いほど，製造業者と卸売業者の機会主義（opportunism）の可能性が顕著に現れる状況とな

り，取引費用が高くなるために，その卸売活動は関係的契約をうまく取り扱うことができる製造

業者の内部で行われるようになるという資産特殊性（asset specificity）仮説であ
13)

る。

この資産特殊性仮説を中心とする取引費用論は一般的に，Gibbons（2000）が述べているよう

に，第１に，いかなる場合，なぜ市場が解になりえないのか（資産特殊性が高い場合，インセン

ティブ問題が発生するが，客観的指標に基づいて実効化されるフォーマルな契約に特徴づけられる市場

は，その問題を解決できな
14)

い)，および第２に，その場合，なぜ企業が解となりうるか（その場合企

業は，その問題を解決するために，主観的観察に基づくことが可能な関係的契約を用いることができる。

なおその契約は，権限に基づく命令によって自己拘束的にな
15)

る）を示唆している点で，高く評価され

ているように思うが，しかし次のような問題点が Langloisらによって指摘されている。

それは，生産の世界におけるコーディネーション問題に十分な注意を払っていないことであ

11) この問題が解決されない場合，卸売業者は取引特殊的投資を行わないか，行うにしても過少投資となるで

あろう。

12) 取引費用論はこのうち，それが特に法的秩序化に比べて私的秩序化に重きを置いていることを反映して，

事後的な取引費用をより重視している（Williamson 1985)。

13) 取引費用論におけるもう１つ重要な仮説として，不確実性にまつわる仮説がある。取引費用論によれば，

不確実性は，垂直的コントロール度に正の影響を及ぼすと仮説化される。しかしその仮説の実証分析は，混

乱した結果を示している（例えば，Klein 1989,Klein,Frazier and Roth 1990)。すなわち，取引費用論の仮

説を経験的に支持する結果もあれば，そうでない結果も存在するのである。この混乱は，その仮説の構成概

念たる不確実性と垂直的コントロール度に関して，本来は別個に捉えるべき異なる概念を，一緒くたに概念

化していることに起因するかもしれない。この問題に関しては，別稿において改めて検討したい。

14) 別の捉え方をすれば，法的秩序化を用いてその問題を解決するには，膨大な取引費用がかかるのである。

このとき，その取引費用を軽減するために代わりに登場するのが，私的秩序化である。

15) 卸売活動が雇用契約のもとで行われれば，従業員に対してある一定の報酬を保障する代わりに，雇用主に

はある範囲内で従業員がどのような対応を行うかを決定する権限が与えられるために，雇用主は命令によっ

て望む通りの高度の卸売活動における取引特殊的投資を行うことができる。詳しくは，Coase（1937）や谷

口（2002）を参照のこと。
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16)

る。すなわち取引費用論は，生産の世界におけるケイパビリティ（capability）の役割を軽視す

る一方で，取引の世界における情報の不完全性に起因するインセンティブの不整合を強調しすぎ

ているために，企業という制度の存在理由が，インセンティブの整合化機能だけでなく，それよ

りはむしろ，生産的知識の質的なコーディネーション機能を提供できる点に求められることを適

切に理解できていないのである（Langlois and Robertson1995，谷口 20
17)

06)。より具体的に言えば，

製造業者が卸売活動を新たに内部化する場合，製造業者は，まずその卸売活動を遂行する能力を

自社内に持つこと（生産の問題)，そのうえで次に，その卸売活動を取引特殊的な内容にすること

（取引の問題）といった２段階の変化に対応することになるであろう。取引費用論はこのうち，２

段階目の取引の問題を主に取り扱っており，それゆえ不完全な議論なのである。また取引費用論

は，資産特殊性が高いとき，企業は関係的契約を用いることができるために，市場に対して比較

優位を持つと主張するが，われわれは，企業内だけでなく，企業間においても重要な関係的契約

をよく見るのであり（ただし企業間においてその契約は，権限に基づく命令というよりも，むしろ長

期契約や評判効果などの工夫によって自己拘束的にな
18)

る)，この点においても，インセンティブ問題

の解として企業を強調する取引費用論は，不完全であるように思われる（Gibbons 2000)。例えば，

卸売業者がある特定の製造業者の製品を専属的に取り扱う卸売系列化は，関係的契約をうまく用

いている企業間取引，つまり中間組織の典型である。

以上の取引費用論は企業の性質を適切に理解できていないという指摘を踏まえると，取引費用

論の最大の貢献は，上述の２つの示唆のうち，第１のほうであろう。この主張は，資産特殊性の

高低とフォーマルな契約を特徴とする市場の相性を明らかにするものであって，企業の性質に関

するものではない。他方で第２のほうは，明らかに正しい主張ではあるが，企業間取引も関係的

契約を用いることができる，またその契約は長期契約や評判効果などの工夫によって自己拘束的

になるという理由で，企業という部分が企業ないし中間組織に修正されるべきであろう。この修

正が，生産の問題に十分な注意を払っていないという取引費用論の問題点と深く関係しているこ

16) より正確に言えば Langloisらは，次の２点を踏まえて，取引費用論は生産の問題を十分に捉えていない

とみなしていると思われる。第１に，取引費用論が生産の問題において取り上げるのは，生産の世界におい

て本質的な企業間の知識の差異ではなく，企業間の知識が一定とされているなかでの規模の経済である。第

２に，本来別次元で扱われ，また前面に出てくるべき生産の問題は，取引費用論においては，魅力的な内容

を持つ取引の問題と同次元で扱われるとともに，その背後に隠されてしまっている。

17) 谷口（2006）は，知識のコーディネーション機能を正の創造，インセンティブの整合化機能を負の回避と

呼んでいる。

18) この点は，繰り返しゲームのモデルを用いることによって説明されうる。例えば，繰り返しゲームの各期

間において，まず卸売業者は，取引特殊的投資を行うかどうか（製造業者を信頼するかどうか）を選択する。

次に製造業者は，卸売業者に対して適切な報酬を与えるかどうか（卸売業者の信頼に応えるか裏切るか）を

選択する。ただし一度でも製造業者が信頼を裏切った場合，その製造業者は裏切り者とみなされ，制裁とし

て高い利潤が保障された集団的なネットワークから追放されることによって大きな損失を被るとする。そう

するとこの場合，信頼に応えることによる長期的な利得の現在価値が信頼を裏切ることによる現在の利得を

相当程度上回るために，卸売業者が信頼し製造業者が信頼に応えるという１つの均衡が存在することになる。

すなわち，集団的なネットワークのもとで継続的に存続する製造業者は，将来の有利な取引機会を獲得する

ためによい評判を守るべく卸売業者の信頼に応え，それを知る卸売業者は，製造業者を信頼するのである。

詳しくは，池田（1997）や Gibbons（2000）を参照のこと。
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とはいうまでもない。まとめると取引費用論は，企業か否かを説明する企業境界論というよりも，

むしろ企業ないし中間組織か，それとも市場かを説明する市場境界論であると位置づけられると

ともに，企業境界論は何よりも，生産の世界におけるケイパビリティの役割を重視するものでな

ければならないであろう。また取引費用論は，企業境界論が主題とすべき問題よりも論理的に後

にくる問題を取り扱っていることに注意されたい。取引費用論はもっぱら，それが基本的に企業

を流動的な存在として捉えていることから推察されるように，市場で取引できるものを研究対象

としている（万仲 1989，中橋 1999)。それに対して企業境界論が焦点を当てるべき対象は，それ

が企業を本質的に固定的な存在として捉えるべきことから派生するものであるが，市場で取引で

きるものよりも一段階前のもの，すなわち，市場で取引できないものなのである。かくしてチャ

ネル選択で言えば取引費用論は，１段階目の統合か否かを説明するというよりも，むしろ２段階

目の閉鎖か開放かを説明するものと考慮されるであろう。

２－３．ケイパビリティ論と進化ケイパビリティ論

上述の取引費用論の問題点を認識し，それを根本的に克服する企業境界を説明する新たなフ

レームワークを提示しているのが，新制度主義の Langlois and Robertson（1995）のケイパビリ

ティ論である（ただしケイパビリティ論はこれまで，流通チャネルの領域にはあまり適用されていな
19)

い)。彼らによれば，取引費用論で一定とされていた企業間の生産的知識に差異が存在する現実

世界において，契約の実現にまつわる費用というよりは，むしろケイパビリティの企業間移転に

かかる費用こそが，企業境界の真なる決定要因なのである。したがってその議論の出発点は，取

引費用論においては詳細な検討がなされていない部分，すなわちすべての企業は，ある活動を自

ら遂行する（上述でいう１段階目の生産の問題に対応する）際，そのために必要とされる有形およ

び無形の生産活動を遂行する能力，いわゆるケイパビリティを配置するのに一様に有能ではない

ということである。そしてその帰結は，ある活動の遂行に際して，自社が有能であれば自製が，

他社が有能であれば購買が，動的取引費用（dynamic transaction co
20)

st）の観点から節約的である

ということになる。有能な企業の背後にある特異なケイパビリティは特定の企業に粘着的であり，

その移転には禁止的に高い費用がかかるのである。それでは次に，自社の相対的有能性に影響を

与える状況要因とは何か。その答えとなる彼らの最も重要な仮説は，技術変化に関連したイノ

ベーションに際して，生産活動間のシステム性が高いほど，動的取引費用が高くなり，自社が他

社よりも有能になるために，それらの生産活動は自社の内部で行われるようになるというシステ

ム的イノベーション（systemic innovation）仮説である。

19) ケイパビリティ論を応用した希少な流通チャネル研究として，久保（2003a，2003b）が挙げられる。

20) ケイパビリティ論における動的取引費用と取引費用論における取引費用とは異なる概念である。前者は主

に，生産の世界における知識の不完全性に起因する費用，具体的には生産において協力するよう外部サプラ

イヤーに対して知識の提供や説得などを行う費用であって，コーディネーション問題と深く関係するもので

ある。他方で後者は主に，取引の世界における情報の不完全性や機会主義の可能性に起因する費用，具体的

には契約の立案，交渉，監視，そして実効化などを行う費用であって，インセンティブ問題と深く関係する

ものである。
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その後 Langlois（2003）は，このシステム的イノベーション仮説を基本的な枠組としたうえで，

今後，近年の ICTの発展という技術体系のパラダイム・シフトに適応する形で，その枠組内の統

合か否かという２つの帰結のうちどちらが支配的になっていくのかを理解する，進化ケイパビリ

ティ論とでも称されうる分析を行っている。そこでの彼の結論は，劇的な技術変化たる ICTの

発展は，さまざまな生産活動間のインターフェースを標準化し，状況要因たる生産活動間のシス

テム性を割合的に低める方向に推し進めていくために，分離という帰結が支配的になるというも

のである。

こうしたシステム的イノベーション仮説を中心とするケイパビリティ論と進化ケイパビリティ

論は，第１に，なぜ企業が積極的な解となりうるか（企業は，技術変化に関連したイノベーション

に際して，生産活動間のシステム性が高いほど発生する，質的なコーディネーション問題を解決できる)，

そして第２に，それを踏まえて，今後，ICTの発展に適応して，統合と分離のどちらが主流に

なっていくのか（ICT革命は，多くの生産活動間の連結ルールを標準化し，状況要因たる生産活動間

の相互依存関係を自律的な方向に進めていくために，分離が主流になっていく）を示唆している点で，

企業境界の選択と構造的進化という視点において，きわめて有効なフレームワークであることに

間違いはないであろう。ただし本稿のように，企業境界に加えて市場境界をも考慮すべき流通

チャネルの選択と構造的進化という視点に立った場合には，次のような限界が指摘されうる。

それは，流通チャネルにおいて本質的な２段階の意思決定問題に対応した因果モデルになって

いないことである。すなわちケイパビリティ論と進化ケイパビリティ論は，１段階目の統合か否

かの選択と構造的進化を説明，理解できる一方で，２段階目の閉鎖か開放かの選択と構造的進化

を十分に解明できないのである。この限界は，Langloisらの議論に，ステップ１として，ICT

の発展とシステム的イノベーション仮説の間に存在するアーキテクチャという概念を切り口にし

た戦略分類の議論を組み込むこと，より具体的に言えば，製造業者は，ICTが創出する機会や

脅威を知覚して，それに適応すべく新たな戦略を採用する場合（無論，自社の強みと弱みを踏まえ

て)，まず顧客に対してモジュール型製品とインテグラル型製品のうちどちらに近い製品を提供

するか，そしてそのために必要な卸売活動を自ら遂行するか（生産の戦略）を決め，そのうえで

次に，そこで自ら遂行しないと決定した場合に，その卸売活動を遂行する卸売業者とオープン型

関係とクローズ型関係のうちどちらに近い関係を構築するか（取引の戦略）を定めるというアー

キテクチャ戦略の段階的な定義をした後，その結果直面する生産および取引の世界における重要

な問題を解決すべく新たな組織を設計するはずであり，そのことを十分に考慮するこ
21)

と，そして

ステップ２として，２段階目の選択問題を適切に説明できる取引費用論の議論を追加することに

よって解決されると筆者は考えている。

２－４．本稿の理論的スタンス

第２節のまとめに入る前にここで，２つのことを注記しておきたい。確認すべきことに Lang-

21) この「環境変化，特に技術変化が戦略を変更させ，さらにその戦略の変更が組織を改編させる」という組

織の変革パターンを見いだしたのは，Chandler（1962）である。

154 三 田 商 学 研 究



loisらのケイパビリティ論は，もっぱらすべての企業が担いうる活動を研究対象とするWil-

liamsonとは違って，それよりも一段階前の現象，すなわち，有能性の観点からそもそも担う企

業が限定されうる活動に焦点を当てているという点で，取引費用論が主題とする問題よりも論理

的に先立った問題を取り扱っている。この違いは，市場が先か企業が先かというスタンスにおい

て，Williamsonは市場（いかなる場合，なぜ市場が解になりえないのか）からスタートしているの

に対して，Langloisらは企業（なぜ企業が積極的な解となりうるか）からスタートしていることに

由来するかもしれない。留意すべきことに本稿は，チャネル選択に関するアプローチとして，ケ

イパビリティ論と取引費用論は，補完的および連続的な関係にあるとみなしている。補完的であ

るとは，流通チャネルという制度が，生産的知識の質的なコーディネーションとインセンティブ

の整合化という２つの異なる機能を果たしているということであり，連続的であるとは，機能を

果たす際には，供給が限定されているケイパビリティの議論を含む前者が後者の一段階前にある

ということであ
22)

る。

以上さまざまな議論を踏まえて本稿は，流通チャネルの選択と構造的進化を考察する際，まず，

ケイパビリティ論と進化ケイパビリティ論の成果に着目し，そこから本稿の出発点となる因果モ

デルを形成したうえで（第３節)，次に，そこにアーキテクチャ概念による戦略分類と取引費用

論の成果を取り入れ，その因果モデルを本稿のテーマに適合するように拡張する（第４節）とい

う理論的スタンスをとる。かくして本稿は，連続した２つの研究目的を持つものとして整理され

る。第１の目的は，流通チャネルの選択と構造的進化という古くて新しいおよび現在進行中の重

要な流通現象を，この分野におけるこれまでの主流と最新の理論研究の成果と課題を踏まえた形，

すなわち，ケイパビリティ・ICT・アーキテクチャ戦略・取引費用を用いて吟味し，経験的にテス

ト可能な仮説を提示することである。第２の目的は，日本の製造業者を対象としたその仮説の実

証分析を行うことである。このような研究によって，製造業者のチャネル選択行動のより正確な

描写が可能になるであろう。以下，詳細な吟味を行う。

３．企業境界の選択と構造的進
23)

化

３－１．ケイパビリティ論

技術変化やイノベーションといった動態的な現象を考慮に入れたポスト・ウィリアムソン論と

して，Langlois and Robertson（1995）が近年注目を集めている。彼らの基本的な主張は次の通

りである。多様な生産活動を自製するか購買するかは主として，自社と他社の相対的有能性に

よって決定される。すなわち，ある活動の遂行に際して，自社が他社よりも有能であれば，自社

はその活動を自製するが，他社が自社よりも有能であれば，自社はその活動を有能な他社から購

22) この記述からわかるように，本稿は，流通チャネルの性質を勘案する際，ケイパビリティの開発や活用と

いった正の創造を強調する Langloisらの枠組にそもそも立ったうえで，段階を改めてそこに取引費用の節

約という負の回避を加えた見方を示すものである。

23) 本節のケイパビリティ論と進化ケイパビリティ論に関する説明は，次の文献を再構成したものである。

Langlois and Robertson（1995)，および Langlois（2003，2005)。
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買することになる。以下では，ケイパビリティ論の重要なポイントである，なぜ企業間で有能性

に差異が生じるのか，および自社の相対的有能性に影響を与える状況要因とは何かを概観した後，

仮説を確認する。最後に，その仮説を卸売活動の舞台に移す。

第１に，Langlois and Robertsonは，企業をケイパビリティの束として捉えるとともに，企

業間の有能性の差異の発生源として，知識の不完全性という要因を指摘している。まず企業を構

成するケイパビリティとは，個々の企業が歴史的に培ってきたさまざまな生産活動を遂行する能

力のことであり，それは企業によって異なるだけでなく，その最も重要なものは個別企業に半永

久的に縛りつけられた特異なものである。特に暗黙的なものは企業に埋め込まれたもので，各企

業の持続的な競争力の源泉になってい
24)

る。それを受けて知識の不完全性とは，すべての企業は，

ある活動を自ら遂行する際，そのために必要とされるケイパビリティを一様には保有していない

ことである。まさにこのことが，企業間の有能性に差異を与えている。すなわち，ある活動の優

れたケイパビリティを持っている企業は，その活動のより望ましいパフォーマンスを達成するこ

とができる。市場取引できないという点で供給が限定されている優れたケイパビリティは，レン

トを発生させるのである。

第２に，Langlois and Robertsonは，上述のケイパビリティの束としての企業観の１つの含

意として，企業は本来，何の障害もなければ，市場の他企業と進んで取引すると主張する。なぜ

ならそれぞれの企業は，自社の得意な領域に特化し，資源を集中させ，イノベーションを実現す

ることによって，他社には入手困難な特異なケイパビリティを獲得していると考えられるからで

ある。他方で彼らは，そのようにたとえ外部サプライヤーを利用することを好むにしても，企業

は，生産活動の内部化を必要とする状況が存在すると指摘する。というのも，時間の経過に伴う

技術変化を考慮に入れたとき，生産活動のイノベーションに必要なケイパビリティを他社が保有

していない，あるいはその購買が高くつく場合が想定されるためである。彼らは，こうしたイノ

ベーションに必要なケイパビリティを必要なときに他社が持っていない，もしくはイノベーショ

ンに対して外部サプライヤーを説得，交渉，調整，そして教示する費用のことを動的取引費用と

呼び（Langlois and Robertson 1995，邦訳，p.62.)，こうした費用が高くなる場合に，統合が生じ

ると主張する。すなわち，多彩な生産活動は典型的に，それらの諸活動を内部化から外部化へと

変換するに際して，動的取引費用が高い活動が統合され，動的取引費用が低い活動が分離される

ことになる。

ここで次のような疑問が生じる。それでは，動的取引費用が高くなるのは，いかなる状況であ

ろうか。そこで Langlois and Robertsonが最も重視する状況要因が，システム的イノベーショ

24) Langlois and Robertson（1995）は，この個別企業に半永久的に縛りつけられた特異なケイパビリティ

が企業の本質的コア（intrinsic core）をなしているとする。彼らによれば，本質的コアとは，特異的シナ

ジー，模倣不可能，そして非コンテスタブルといった特徴を持つ諸成分によって成り立っている。すなわち，

本質的コアをなす特異なケイパビリティは，市場で取引可能なものではない。またそれらは，それぞれが分

離した場合に比べて，結合されるほうがより高い価値を持つという特有の帰結をもたらす。他方で企業をな

す残りの部分は，補助的ケイパビリティ（ancillary capability）によって構成されている。それは，長期

的には，市場で取引可能なものである（邦訳，p.15.)。
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ンである。システム的イノベーションとは，技術変化に関連して新しい価値を創造する際に，い

くつかの生産活動にまたがって遂行されるもので，それらの活動間で同時的な変化を要求するも

のであ
25)

る。関連する生産活動間のシステム性が高い場合，メンバー間で素早くリッチな知識を移

転するなど，それらの活動間で緊密な調整が必要であり，動的取引費用は高くなる。とりわけそ

の調整で必要とされる知識が暗黙的であれば，知識移転が非常に困難になり，その程度はさらに

拡大する。このとき，これらの活動を分離することは難しい。他方で統合は，この動的取引費用

の問題を解決しうる。すなわち，同一企業内の構成員は，この状況で必要とされる特定の企業に

粘着的な知識の保有者であるとともに，企業の特徴である集権的なコントロールは，そうした保

有者が製品の生産や流通のシステム的変化に同意することを可能にするのである。

以上の議論を仮説として整理すれば次の通りである。技術変化に関連したイノベーションに際

して，生産活動間のシステム性が高いほど，動的取引費用が高くなり，自社が他社よりも有能に

なるために，それら生産活動の統合化が進むことにな
26)

る。

最後に，この仮説を卸売活動の領域に適用し，後の実証分析のための因果モデルを形成する。

まず上述の仮説の独立変数たる生産活動間のシステム性は，卸売活動の文脈においては，生産技

術的知識度と称されうる概念に置換されるであろう。生産技術的知識度とは，卸売活動を円滑に

行うために必要とされる製品に関する知識，例えば，製品特性，使用方法，そして修繕方法など

の知識（田村 2001）が技術的に複雑で特定の製造業者に粘着的である程度のことである。例えば，

その程度の高い知識として，機密的および個別適応的な顧客の製品仕様情報を的確に処理する知

識，期初に顧客によって提示される製品の投資計画書を正確に理解する知識，そして顧客に販売

された製品が故障した場合に適切かつ迅速なメンテナンスを実行する知識などが挙げられる。卸

売活動における生産技術的知識度が高い場合，製品知識を保有者たる製造業者から非保有者たる

卸売業者へと利用可能な形で移転するには多大な動的取引費用がかかるであろう。特にその知識

が長時間の学習を通じて製造業者に体化したものであれば，その問題の大きさは尚更であると思

われる。このとき，製造業者が効率的な卸売活動の遂行者となるであろ
27)

う。次に上述の仮説の従

図表１ 因果モデル①：流通チャネルの選択と構造的進化に関する因果モデルのステップ①

25) この反対に位置するのが，自律的イノベーション（autonomous innovation）である。それは，ある特定

の生産活動においてのみ遂行されるもので，ある活動における変化がその活動の効率性を改善するもので

あっても，その他の活動には重要な影響を及ぼさないようなものである（Langlois and Robertson 1995)。

26) この後内部化された生産活動は，企業内の関係的契約を通じて資産特殊性の高いものになるであろう。

27) 逆に卸売活動における生産技術的知識度が低い場合，知識移転が容易となるために，別の見方をすれば，
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属変数たる統合化とは，所有権統合度，すなわち製造業者が卸売活動を所有権的に統合している

程度のことを指す。以上の議論は，因果モデルとして図表１のようにまとめられる。この因果モ

デル①は，流通チャネルの選択と構造的進化に関する因果モデルのステップ①である。以下，こ

のモデルが順次拡張されていく。

３－２．進化ケイパビリティ論

見えざる手から，見える手を通って，そして消えゆく手（vanishing hand）へという統合か否

かの一般的な移り変わりを歴史的に検証しているポスト・チャンドラー論として，Langlois

（2003）が注目に値す
28)

る。彼は，Chandler（1977）と同じく，企業境界の構造的進化を理解する

際に，ラディカルな技術変化の問題を重視しながらも，記述的および限定的である Chandlerの

議論とは異なり，理論基盤となる基本的な枠組として，自らのケイパビリティ論を採用するとと

もに，大規模な垂直統合型企業の隆盛だけでなく，近年の専門特化型企業の台頭をも取り扱って

いる。そうした意味で彼は，Chandlerの考え方を維持しつつ，その骨子をより理論的かつ包括

的に再解釈することを試みている。とりわけ注目すべき消えゆく手という現象は，ICT革命と

いう第三の波を迎えている現在，市場がより厚くなり，バッファーの緊急性が減少した状況下で，

モジュール化を基盤とした非統合型コーディネーションがますます，不確実性をバッファーする

メカニズムとして，チャンドラー的な統合型コーディネーションに取って代わるようになるトレ

ンドのことである。以下では，その重要な貢献である，19世紀後半と20世紀初頭にかけて，なぜ

見えざる手から見える手へと移行したか，そして20世紀後半以降，なぜ見える手から消えゆく手

へと移行しているかを概観す
29)

る。最後に，そこでの成果を因果モデルの形にして示す。

まず，Langloisは，見えざる手から見える手への移行には，鉄道や電信に代表されるコー

ディネーション技術の改良が深遠な効果を与えていたと主張する。輸送と通信費用の急速な低下

卸売業者が社会的品揃えの形成によって，商業者の介在原理である取引量の経済，情報縮約・整合の経済，

そして多数連結の経済を実現することが可能となるために，製造業者が卸売活動を統合することの優位性は

ないであろう。この場合製造業者は，経営資源を卸売活動に専門特化することによってはじめて入手されう

る卸売業者独自のケイパビリティ，より具体的に言えば，多数の売手と買手の取引の社会的集中に起因する

多彩な卸売知識を獲得している卸売業者に卸売活動を委ねることが，有能性の点で，比較優位を持つことに

なると考えられる。

28) ただし Langlois（2003）も述べているように，この研究は，すべてがそうなるであろうことや昔からあ

るものが時代遅れになるであろうことを主張するものではなく，あくまでも統合か否かに関する世の中のト

レンドに焦点を当てていることに注意されたい。

29) 消えゆく手仮説の簡単な全体像は以下の通りである。ここでは Langlois（2005）の記述を示す。前チャ

ンドラー的時代には，輸送と摩擦的な取引費用が高く，そして規模の不足が，移転が市場化されうる程度を

制約した。チャンドラー的時代には，輸送と摩擦的な取引費用が劇的に低下し，そのことが，タスク移転シ

ステムのシステム的な再組織化のみならず，移転を取引に変えることを非経済的にした高い動的取引費用を

もたらした。ポスト・チャンドラー的時代には，市場が厚くなり，市場補助制度が出現したために，動的取

引費用が減少した。このことは，移転を取引に変えることを有益にし始めたために，垂直分離を促した（p.

31.)。こうして彼は，企業境界の変遷を Smithの壮大な理論枠組と結びつけることにより，経営者革命や

ニュー・エコノミーの組織的変化が特定の歴史的環境への適応であることを明らかにした。なお Langlois

（2003）は，幾分恣意的であるが，1880年をチャンドラー的時代の始まり，1990年をポスト・チャンドラー

的時代の始まりとしている。
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の重要な帰結は，大規模な市場の登場であった。より大きな市場は，不連続な効果をもたらした。

大量生産や大量流通による規模の経済を享受するために，多くの生産と流通の段階において，従

来とは根本的に異なる複雑で，連続的で，そしてハイ・スループットである新しい生産技術の採

用が効率的になった。より多くの顧客を満足させる製品の属性や費用のさらなる改善を図るため

に，より緊密に調整された分業を用いていくつかの段階をシステム的に再組織化することが経済

的になった。すなわちより大きな市場は大いに，既存の分権的な生産や流通の自律的イノベー

ションからシステム的イノベーションへのシフトを駆動した。こうしてこの時代は，鉄道や電信

の出現に起因する新たな利益機会の多くが生産や流通の至る所の同時的な変化を要求した。その

結果，動的取引費用が高くなり，自社が他社よりも有能になったために，統合が進んだのである。

次に，Langloisは，見える手から消えゆく手への移行には，パーソナル・コンピューターやブ

ロードバンド通信ネットワークに代表されるより強力なコーディネーション技術，いわゆる

ICTの発展が重要な役割を果たしていると指摘する。劇的な技術変化たる ICTの発展は，市場

範囲のさらなる成長や交換を補助する制度の進化を促し，多くの生産活動間の相互依存関係を，

システム的というよりは，むしろ自律的な方向に推し進めていく。その根本的な原因としては，

ICT革命の中核に位置するモジュール化が挙げられる。モジュール化とは，大部分の高位の相

互依存関係が１つ１つのモジュールの内部で生じるように，複雑な全体が独立の部分に分解され

ていく現象のことである。それは，より抽象的なレベルの非線形性を回避する新たな方法である。

この現象を生産活動の局面で言えば，これまで複数の生産活動にまたがって遂行されていた緊密

な調整は１つ１つの生産活動の内部にカプセル化され，その活動それ自体は任意の方法で機能し

うる。それぞれの生産活動間の調整は最小限に保たれ，その間のインターフェースは標準化され

る。

このことの含意は大きい。各々の生産活動は，全体の同時的な変化を要求することなしに，創

造ないし破壊されうる。各生産活動を遂行する個々の企業は，他社とは独立に，領域の特化と資

源の集中によって，自社独自のイノベーションを達成することができる。こうして現在われわれ

は，ICTの発展，特に多くの生産活動間の連結ルールの標準化に対する適応的反応として，企

業境界の状況要因たる生産活動間のシステム性が全体的に低下しているために，統合というより

も，むしろ分離をよく目撃してい
30)

る。その最も重要な主張は，ICTの普及と応用に伴って，

チャンドラー的時代において統合をもたらした要因が，だんだんと消えつつあるという点である。

つまり ICT革命は，前時代主流であったシステム的イノベーションを自律的イノベーションに

転換することによってのみ獲得されうる，魅力的な利益機会を生み出している。

最後に，以上の議論，特に本稿のテーマに照らしてその後半部分を先の因果モデル①に加えれ

30) Langlois（2003）は，この分離という帰結は多くの点で，チャンドラー的時代よりも，前チャンドラー

的時代の帰結に似ていると主張する。生産活動は多数の別個の企業で生じ，それら企業のアウトプットは市

場取引を通じてコーディネートされる。ただし彼は，その中身は，前チャンドラー的時代よりも優れている

と指摘する。モジュール型生産ネットワークは，ハイ・スループット・システムであり，より緊密に調整さ

れたワーク・フローを持っている（p.373.)。以上から ICT革命は，分離の螺旋的発展，すなわち分離という

帰結の復活とその中身の進歩の同時的発展を引き起していると整理されるであろう。
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ば，図表２の因果モデル②になる。ICT浸透度とは，主力製品の業界においてICTが浸透して

いる程度のことである。Langloisの見える手から消えゆく手への移行を卸売活動の状況に適用

すれば，ICT浸透度が高まるほど，具体的には製品の製造と卸売の間のインターフェースの標

準化が進むほど，その動きに適応して状況要因たる卸売活動における生産技術的知識度が割合的

に低まるために，今後は製造業者による卸売活動の外部化の比重が高まっていくと仮説化される

であろう。

ただし第２節でも述べたように，ここまでの議論はあくまでも企業境界の選択と構造的進化に

関してであって，本稿のテーマである流通チャネルの選択と構造的進化を解明する際には，ここ

に新たな議論を追加する必要があろう。より具体的に言えば，今までの議論は，統合か否かとい

う１段階２種類の帰結の意思決定問題に対して生産の問題を重視した１つの論理を提供するもの

であった。それに対して流通チャネルの議論は本質的に，まず統合か否か，次にそこで統合しな

い場合に閉鎖か開放かという２段階３種類の帰結の意思決定問題である。そうすると，われわれ

がこの問題を取り扱うためには，１段階目に対応するこれまで見てきた生産の問題を重視した論

理に加えて，２段階目に対応するもう１つの新しい論理が必要になるであろう。筆者は，その新

しい論理は取引の問題を重視したもので，それはLangloisらの議論にアーキテクチャ概念によ

る戦略分類と取引費用論の成果を組み入れることによってより明確にされると考えている。以下，

流通チャネルに適するように因果モデルを拡張する作業を行う。

４．流通チャネルの選択と構造的進化

４－１．アーキテクチャ概念による戦略分類

流通チャネルに適したモデル拡張のステップ１は，ICT浸透度と生産技術的知識度の間に存

在する戦略要因を導入することである。第２節でも触れたように，この拡張は，Chandler

（1962）の有名な命題， 組織は戦略に従う」に沿ったものである。とはいえ筆者は，ICTの流通

図表２ 因果モデル②：流通チャネルの選択と構造的進化に関する因果モデルのステップ②

注：破線より下が流通チャネルの選択に関する枠組，全体が流通チャネルの構造的進化に関する枠組である。
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チャネルへのインパクトを理解するうえで，アーキテクチャ・ベースの戦略分類が役立ち，また

そのなかには段階がある，すなわち，製造業者が ICTに基づく機会や脅威を知覚して，それに

適応すべく新たな戦略を採用する場合には，まず生産のアーキテクチャ戦略を決め，次に取引の

アーキテクチャ戦略を定めるという段階があると考えている。以下では，理論的かつ実証的に欠

かすことのできない，生産のアーキテクチャ戦略とそれを方向づける要因とは何か，および取引

のアーキテクチャ戦略とそれを方向づける要因とは何かを明示する。最後に，それらの戦略要因

を因果モデルに組み込む。

まず，１段階目の生産のアーキテクチャ戦略とは，製造業者が顧客に対してモジュール型製品

とインテグラル型製品のうちどちらに近い製品を提供するか，そしてそのために必要な卸売活動

を自ら遂行するかという，企業にとって本質的には固定的な生産の問題に関する意思決定である。

その方向づけ要因として筆者が注目するのは，最初の決定事項たる製品のインテグラル度である。

重要なことにここでいう製品のインテグラル度とは，製造業者の提供する製品が，その製品化プ

ロセスにおいて特定の顧客との継続的な相互作用関係を通じて生成されている程度のことを指す。

製造業者に粘着的な生産技術や顧客との濃密なコミュニケーション，つまり製造業者と顧客の間

の質的なインターフェースに特徴づけられるその程度の高い製品は，より高い品質やより短い

リード・タイムを達成するであろ
31)

う。

次に，２段階目の取引のアーキテクチャ戦略とは，製造業者が卸売活動を自ら遂行しないと決

定した場合に，その卸売活動を遂行する卸売業者とオープン型関係とクローズ型関係のうちどち

らに近い関係を構築するかという，企業にとって基本的には流動的な取引の問題に関する意思決

定である。ここでその方向づけ要因として筆者が提唱するのは，パワーの製造業者配分度である。

パワーの製造業者配分度とは，時代を特徴づけるコーディネーション技術や生産技術の性質に

よって規定されるものであるが，自社の目的達成のために他社を従わせるパワー・バランスの中

心が卸売業者側より製造業者側に偏在している程度のことを指
32)

す。その中心が製造業者側にあれ

ば，製造業者は卸売業者を囲い込むことを目指して，クローズ型関係を構築するが，逆にその中

心が卸売業者側にあれば，卸売業者は製造業者に囲い込まれないことを目指して，オープン型関

係を構築するであろう。その根本には，両者の基本戦略の潜在的な衝突がある。製造業者は，自

社製品差別化の延長ないし強化手段として機能することを目的として，卸売業者を囲い込みたい

という欲求を持っているのに対して，卸売業者は，社会的品揃えの仕組みを形成し，商業者の介

在原理である取引量の経済，情報縮約・整合の経済，そして多数連結の経済を強化することを目

的として，製造業者に囲い込まれたくないという欲望を持ってい
33)

る。

31) 他方でその程度の低い，いわゆる多数の顧客に大量に流通させるような製品は，より低いコストを実現す

るであろう。

32) パワーにはさまざまな捉え方があるが，この定義からわかるように，本稿は，パワーをきわめてスケール

の大きいコーディネーション技術や生産技術の性質から規定されるパワー・バランスとして捉えている。製

造業者と卸売業者は，そのパワー・バランスのうえに位置しているとする。そうすると，このパワー・バラ

ンスの中心が製造業者と卸売業者のどちらの足元にあるかで，取引の戦略の方向性が決まるであろう。

33) 後の議論につながるものであるが，風呂（1977，1987）は，こうした製造業者と卸売業者の基本戦略の潜

在的衝突こそが，この文脈における資産特殊性をめぐる取引費用論的ストーリーの実体かつ根源であること
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最後に，これら２つの戦略要因を先の因果モデル②に組み込むと，その前後の概念との間で図

表３のように符号仮説が設定される。第１に，製品のインテグラル度は，生産技術的知識度に正

の影響を及ぼすであろう。これは，製品の最適な性能を追い求める顧客の技術的に複雑な要求に，

製造業者が機密的および個別適応的に対応する結果である。第２に，ICT浸透度は，中心的傾

向として，製品のインテグラル度に負の影響を及ぼすであろう。というのもICT革命の中核に

位置するのは，モジュール化であるからに他ならない。その背後には，製品の最適な性能に比べ

て，モジュール化によって可能になった製品の適度な性能かつ低価格・多様性をより重視する顧

客の相対的増加という市場選好の変化が存在すると思われる。第３に，ICT浸透度は，中心的

傾向として，パワーの製造業者配分度に負の影響を及ぼすであろう。なぜならそこでのパワーと

は，ICTに起因する新たな価値を創造する際の製造業者と卸売業者の相対的な学習能力によっ

て左右されるものであるが，ICT時代の学習能力は，モジュール化やデジタル化によって社会

に広く分布する多様な製品や情報をうまく結合することができる場所，つまり多数の売手と買手

の取引の社会的集中をその独自のケイパビリティとする卸売業者においてよりよく発揮されるか

らである。その背景には，ICTが製造や卸売にもたらす重大な影響，すなわち，企業家的機会

のために要請される製造や卸売の自律的変化，標準化を支える市場範囲のさらなる拡大と交換を

補助する制度の進展，そして卸売業者の取引管理能力におけるボトルネックの解消という３つの

構成要素のバランス関係が整った結果としての社会における卸売知識の分権的利用の高まりがあ

ると考えられる。留意すべきことに図表３において，モデル１とモデル２は並列的ではない。モ

デル１はすべての製造業者に適用される１段階目の統合か否かに関するものであるが，モデル２

図表３ 因果モデル③：流通チャネルの選択と構造的進化に関する因果モデルのステップ③

を指摘している。
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は卸売活動を購買している製造業者のみに限定される２段階目の閉鎖か開放かに関するものであ

る。

４－２．取引費用
34)

論

流通チャネルに適したモデル拡張のステップ２は，パワーの製造業者配分度の後に連なる取引

費用要因を導入することである。その基本的な主張は次の通りである。卸売活動を閉鎖的に行う

か開放的に行うかは主として，取引費用の高低によって決定される。すなわち，市場取引におい

て，取引費用が高いなら閉鎖が，取引費用が低いなら開放が選択されることになる。以下では，

取引費用論の重要なポイントである，なぜ取引費用が生じるのか，および取引費用の高低に影響

を及ぼす状況要因とは何かをレビューした後，仮説を確認する。最後に，その仮説を因果モデル

に追加する。

第１に，取引費用論は，取引費用の発生源として，機会主義の可能性という要因を強調すると

ともに，その前提として，限定合理性，そのなかでも特に何が限定されているのかに関して，情

報の不完全性という要因を重視している。まず情報の不完全性とは，神経生理学的な諸限界と言

語上の諸限界に関連し
35)

て，取引当事者の情報の収集や処理の能力には限界があることである。情

報の不完全性に付随する限定合理性が所与であるなら，将来起こりうるあらゆる事態を勘案した

契約を作成することは困難である。そうするとこうした状況下で，また製造業者と卸売業者の基

本戦略が潜在的に対立する状況において，自己の利益を追求するそれぞれの企業は（常にではな

いがしばしば)，自分で信じていない約束をするもしくは情報を戦略的に操作するなど，企業間の

誤解や混乱を招く狡猾的な行動をとる可能性がある。こうした行動性向，つまり取引相手が狡猾

的な行動をとるかもしれないという脅威が機会主義の可能性である。取引相手に機会主義の可能

性があるなら，契約の事前にも事後にもさまざまなセーフガードが必要であろう。この状況で取

引費用が生じるのは明らかである。とはいえ注意すべきことに，機会主義の可能性により取引費

用は生じるが，その費用は常に高いわけではない。機会主義の可能性が顕著に現れる状況とそう

でない状況があり，もちろん前者の場合に取引費用は高くなるのである。

第２に，それでは，機会主義の可能性が顕著に現れるのは，いかなる状況であろうか。そこで

取引費用論が最も重視する状況要因が，取引特殊的資産度である。取引特殊的資産度とは，卸売

活動において特定の製造業者にしか価値を生まない資産に投資が行われる程度のことである。そ

の程度の高い資産は，特定の製造業者の卸売活動には高い価値を生む一方で，もし契約が中断な

いし時期尚早に解除されれば，その高い価値の犠牲なしには再配置されえないという性質を持っ

ている。卸売活動における取引特殊的資産度が低い場合，スポット市場に近い状況で取引が行わ

34) 以下の議論は，Williamson（1975，1985)，そしてそれを流通チャネルの領域で解説した嶋口・石井

（1987）や久保（2003a，2003b）などに依拠している。ただしここでは，第２節で言及したように，チャネ

ル選択における取引費用論の最大の貢献である，閉鎖か開放かを説明する部分に話を限定して論を展開する。

35) Williamson（1975）によれば，生理学的諸限界は，情報を誤りなく受け取り，貯蔵し，取り出し，そし

て処理する際の諸個人の能力が，速度と貯蔵容量の点で限界があること，言語上の諸限界は，諸個人が自分

の知識や感情を何らかの手段を用いて正確に表現する能力に限界があることである（邦訳，pp.37-38.)。
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れるために，機会主義的要素は強くないであろう。たとえ取引相手が狡猾的な行動をとったとし

ても，容易に取引相手をスイッチすることができる。フォーマルな契約で十分に対応可能である。

他方で卸売活動における取引特殊的資産度が高い場合，取引は双方独占的な状況で行われるため

に，機会主義的要素は強くなるであろう。製造業者は，ロックインされた卸売業者の足元を見て，

不利な取引条件を強いるなど，卸売業者をホールドアップし準レントを搾り取るかもしれない。

卸売業者は，その状況を予期して，また商業者としての介在原理を考慮して，製造業者の期待に

応えることをためらうであろう。このとき，この二面的なインセンティブ問題を関係的契約が有

効に解決しうる。なぜなら関係的契約は，適切なインセンティブを製造業者と卸売業者に提供す

ることで，機会主義の可能性を抑制できるからであ
36)

る。そして実際に観察されるこの状態を達成

したのが，閉鎖度の高い取引様式である。閉鎖度は，風呂（1987）に準じて，卸売活動が特定の

製造業者の製品差別化の延長ないし強化手段として機能している程度として測定される。

以上の議論を仮説として整理すれば次の通りである。卸売活動における取引特殊的資産度が高

いほど，製造業者と卸売業者の機会主義の可能性が顕著に現れる状況となり，取引費用が高くな

るために，その卸売活動の閉鎖化が進むことになる。

最後に，図表４が，取引費用要因を追加した最終的な因果モデルである。残されたパスである

パワーの製造業者配分度と取引特殊的資産度の関係は，前者が後者に正の影響を及ぼすと仮説化

されるであろう。その理由が，製造業者と卸売業者の矛盾する基本戦略にあることは，これまで

何度も触れてきた通りである。パワー・バランスの中心が製造業者側にあれば，製造業者は卸売

業者を彼らの販売代理人にすべく，取引特殊的な卸売活動を要求するであろう。逆にその中心が

卸売業者側にあれば，卸売業者は顧客の購買代理人になるべく，汎用的な卸売活動を志向するで

あろう。

以上，詳細な吟味をしてきたが，これまでの議論をまとめる意味を込めて，図表４に示される

流通チャネルの選択と構造的進化に関する因果モデル（最終モデル）を仮説として設定すれば，

以下の通りである。

流通チャネルの選択に関する仮説

仮説１：製品のインテグラル度が高まると，卸売活動における生産技術的知識度が高まり，卸

売活動の統合化が進む。

仮説２：製造業者が卸売活動を購買する場合に，パワーの製造業者配分度が高まると，卸売活

動における取引特殊的資産度が高まり，卸売活動の閉鎖化が進む。

流通チャネルの構造的進化に関する仮説

36) Gibbons（2000）がいみじくも述べているように，関係的契約は，フォーマルな契約の困難を回避するう

えで役立ちうる。例えば，フォーマルな契約は，第三者によって事後的に検証可能であるという点で，事前

的に明示されなくてはならない。それに対して関係的契約は，第三者が事後的に検証できない結果に基づく

ことや，第三者に対して事前的に明示する費用が禁止的に高くつく結果に基づくことが可能である。それゆ

え関係的契約は，当事者たちが，彼らの特異な状況に関する詳細な知識を活用することや，新しい情報が入

手可能になったときにそれに適応することを可能にする。ただしこうした関係的契約は，第三者によって実

効化されえないために，自己拘束的になるようデザインされなければならない（p.26.)。
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仮説３： ICT浸透度が高まると，基本的な傾向として，製品のインテグラル度が低まり，卸

売活動の分離化が進む。

仮説４：製造業者が卸売活動を購買する場合に，ICT浸透度が高まると，基本的な傾向とし

て，パワーの製造業者配分度が低まり，卸売活動の開放化が進む。

５．実証分析

本節では，上述で提示された仮説の経験的妥当性を確かめるために，共分散構造分析を用いた

実証分析を行う。以下，その実証分析のプロセスと結果を示す。なお本稿の一連の仮説は，製造

業者による２段階の販売経路問題の意思決定プロセスを仮説化したものとみなしうるために，回

答者として製造業者の販売担当者が適切であろう。

調査は，2005年９月12日から９月26日までと同年10月12日から10月26日までの２つの期間にお

いて，ダイヤモンド会社職員録と組織図系統図便覧に記載の一部・二部上場の製造業者1077事業

部に対して，質問紙郵送法を通じて行われた。その結果，185事業部から回答が得られた。ただ

しそのなかから部分的無回答サンプルや外れ値サンプルなどを除外した有効回答は178事業部で

あり，有効回答率は16.5％であった。実際の回答に際しては，各事業部の販売担当者に対して，

当該事業部の主力製品を想定しながら，質問項目 , , , , についてはその主力製品に

関して，それ以外の質問項目についてはその主力製品の主要販売経路における卸売活動，具体的

には販売活動，情報伝達活動，在庫管理活動のそれぞれに関して，５点尺度で回答するように依

注：モデル１はすべての製造業者に適用されるものであるが，モデル２は卸売活動を購買

している製造業者のみに限定されるものである。

図表４ 流通チャネルの選択と構造的進化に関する因果モデル（最終モデル)
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頼した。したがって，１事業部に対してサンプル・サイズは約３倍となり，最終的にはモデル１

のサンプル・サイズは528，モデル２のサンプル・サイズは147となった。

モデルの構成概念を測定する質問項目は，図表５の通りである。質問項目は，既存研究や実務

家の意見を考慮に入れて作成された。マルチ・アイテムで測定された構成概念の信頼性を示す

Cronbachのα係数は，取引特殊的資産度は.60と若干低い値であったが，それ以外は.70以上と

良好であった。

SAS 9.1の CALISプロシジャを用いて共分散構造分析が実行された。サンプル・サイズはモ

デル１が528，モデル２が147であり，双方とも，因果モデル識別のための必要条件である自由度

条件と標本数条件をともに満たしている。収束基準は0.00001である。母数の推定には最尤推定

図表５ 質問項目

ICT浸透度

：主力製品の業界では，モジュール型製品を生産する製造業者

が，インテグラル型製品を生産する製造業者に比べて，相対

的に多くなってきていると思いますか？

：主力製品の業界では，モジュール型製品に対する顧客ニーズ

が，インテグラル型製品に対する顧客ニーズに比べて，相対

的に多くなってきていると思いますか？

：主力製品の業界では，製造業者は，モジュール型製品を生産

するほうが，インテグラル型製品を生産するよりも，相対的

により多くの利益を獲得するようになってきていると思いま

すか？

.85

製品のインテグラル度

生産技術的知識度

統合度

パワーの製造業者配分度

取引特殊的資産度

閉鎖度

：主力製品は，インテグラル型製品ですか？

：各活動遂行の際には，貴社の生産技術的知識（モノ作りの知

識）を必要としますか？

：各活動遂行の際に必要とされる知識は，貴社にとって機密的

なものですか？

：各活動の内容は，顧客によって異なる個別適応的なものです

か？

：各活動は，貴社が自社で遂行していますか？

：貴社は，卸売業者に対して，主力製品の取引契約に基づく何

らかの強制力を持っていますか？

：各活動の内容は，貴社製品に特有なものですか

：各活動における利用機器，備品やシステムなどは，貴社製品

専用の特別なものですか？

：各活動を遂行する人々には，貴社製品専門の知識を習得する

ためのトレーニングが施されていますか

：各活動は，貴社製品差別化の延長ないし強化手段として機能

していますか？

―

.75

―

―

.60

―

α係数質問項目構成概念
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法，関数の最適化にはレーベンベルグ・マルカート法が用いられた。分析結果は，図表６と図表

７の通りである。図表６には，分析モデルのさまざまな適合度基準，図表７には，各々の因果係

数数の標準化推定値と，それら因果係数のt検定の結果が図示されてい
37)

る。以下，モデルの評価

を行う。

まず，モデル１に関して，最適化計算は７回で正常に終了した。全体的評価を見ていくと，

値の有意確率を示すp
38)

値は＜0.0001，モデルの説明力を示すGFIは0.96，モデルの説明力と安
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図表６ モデルの全体的評価

SBC －11.43 －30.95

AIC 61.18 17.01

RMR 0.11 0.08

AGFI 0.91 0.84

GFI 0.96 0.93

値（p値) 95.18（＜0.0001) 49.01（＜0.0001)

モデル１ モデル２

図表７ モデルの部分的評価

＊：固定母数，a：１％水準で有意，b：５％水準で有意，c：10％水準で有意

37) 製品のインテグラル度，統合度，パワーの製造業者配分度，そして閉鎖度に関しては，構成概念を測定す

る観測変数が１つしかない。こうした構成概念をモデルに組み込むための一指標条件を満たすために，豊田

（1992）に依拠して，ここではδ＝0，α＝1に固定した。

38) 豊田（1992）が指摘しているように， 検定による適合度の判定は，標本数 に大きな影響を受けると

いう問題を含んでいるために，ここでは参照する程度にとどめる。



定性を示すAGFIは0.91，モデルが説明できなかった標本共分散行列の残量を示す RMRは

0.11，AICは61.18，そして SBCは－11.43であり，このモデルは一定の説明力と安定性を持つ

ものと判断される。続いて部分的評価をチェックすると，観測変数と構成概念の因果関係を示す

測定方程式に関しても，構成概念間の因果関係を示す構造方程式に関しても，すべて１％水準で

有意であった。また構造方程式の符号仮説に関しても，すべて仮説通りの結果が得られた。

次に，モデル２に関して，最適化計算は９回で正常に終了した。全体的評価を見ていくと，p

値は＜0.0001，GFIは0.93，AGFIは0.84，RMRは0.08，AICは17.01，そして SBCは

－30.95であり，このモデルは採用しうるものと判断される。続いて部分的評価をチェックする

と，測定方程式に関しては，すべて１％水準で有意であったが，構造方程式に関しては，ICT

浸透度からパワーの製造業者配分度への因果係数は５％水準，パワーの製造業者配分度から取引

特殊的資産度への因果係数は10％水準，そして取引特殊的資産度から閉鎖度への因果係数は１％

水準で有意であった。なお構造方程式の符号仮説に関しては，すべて仮説通りの結果が得られた。

以上の結果，あくまでもデータ上，分析上の限界があるなかでの暫定的な結論ではあるが，前

節で提示された仮説は，経験的に支持されたといえるであろう。

６．おわりに

本稿は，ケイパビリティ論と進化ケイパビリティ論のフレームワークに，戦略と取引費用のア

イディアを取り入れる形で，流通チャネルの選択と構造的進化という２つの現象をより正確に説

明，理解することを試みた。具体的な流通現象としては，製造業者が卸売業者との間で選択する

３種類の流通チャネルに注目した。それらの現象を解明する際に本稿は，生産の世界における

コーディネーション問題と取引の世界におけるインセンティブ問題の双方に着目すること，双方

とも重要であるが，解決する際には，コーディネーション問題が先でインセンティブ問題が後と

いう順番があること，そして生産の世界は統合型チャネルか否かという企業境界と，取引の世界

は閉鎖型チャネルか開放型チャネルかという市場境界と深く関係していることを特に重視した。

換言すればこのことは，チャネル選択をめぐる従来の取引費用分析は不十分であり，何よりもケ

イパビリティ論と取引費用論を補完的および連続的に利用することによって，その問題とそれに

基づくチャネルの構造的進化をめぐるより興味深い分析が可能になることを示唆するものであっ

た。詳細な吟味の結果，まず，統合度は生産技術的知識度（＋)，生産技術的知識度は製品のイ

ンテグラル度（＋)，続いて閉鎖度は取引特殊的資産度（＋)，取引特殊的資産度はパワーの製造

業者配分度（＋）によって規定されること，次に，ICTの発展に適応して，統合型チャネルは

非統合型チャネル，閉鎖型チャネルは開放型チャネルに徐々に置き換えられつつあることが理論

的に明らかにされた。日本の製造業者の事業部を対象とした実証分析の結果は，そうした本稿の

仮説を経験的に支持するものであった。ケイパビリティと取引費用がメーカー流通にまつわる２

段階の議論の鍵概念であることが示されたこと，製品と流通のアーキテクチャ戦略とチャネルの

相性を発見したこと，そして ICTの発展により現実的に生じているチャネル進化のメカニズム
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を把握したことが，本稿の重要な成果として挙げられるであろう。

以上本稿では，流通チャネルの選択と構造的進化をより正確に描写する因果モデルを構築する

とともに，それに立脚して実証分析が行われたが，今後は，提唱された因果モデルのさらなる理

論的精緻化はもちろんのこと，以下の２つの課題に直ちに取り組む必要がある。第１に，本稿で

提示された仮説の経験的再テストを行うことが不可欠である。とりわけ仮説２と仮説４に関して

は，観測変数の再吟味を行うとともに，より大規模なサンプルを入手して再度分析を実施するこ

とが求められる。また本稿では，ICT浸透度をモジュール度として測定したが，今後は，多様

な形態や水準がある ICTの違う側面を考慮する必要があろう。第２に，提示された仮説，特に

流通チャネルの選択に関する仮説の応用可能性を探ることが急務である。例えば，国際市場にお

けるチャネル選択問題ではどう考えられるのか。こうした２つの課題に取り組むことを通じて，

本稿の因果モデルの批判的な吟味を行うことが，何よりも重要であろう。
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